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 １ 開 会 

  ２ 協  議 

  （１） 各事業の取組み状況について 

 ３ その他 

 ４ 閉 会  

いわき市中小企業・小規模企業振興会議 

• 平成30年６月４日（月） / 市役所 第３会議室 
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（0）．振興会議について 

所属・団体名等 職氏名等 備考 

中小企業・ 
小規模企業等 

福島県中小企業家同友会いわき地区 副会長 丹野 勇雄 

いわき経済同友会 幹事 佐久間 一枝 

大企業 

いわき商工会議所 

市内大手企業 
復旧・復興懇談会 

佐藤 博史 会長 

中小企業団体等 
 

事業理事・中小企業振興部長 

兼中小企業相談所長 

いわき地区商工会連絡協議会 主任主査 川島 秀一 

いわき産学官ネットワーク協会 
インキュベーション 
マネージャー 

奥瀬 円 

支援関連等専門家 

NPO法人TATAKIAGE Japan 
理事長 

松本 丈 副会長 

税理士 木幡 仁一 

マーケティングアドバイザー 橘 あすか 

金融機関 
ひまわり信用金庫 

常務理事 
兼地域支援部長 

坂本 新輔 

いわき信用組合 
常勤理事 

兼地域開発部長 
本多 洋八 

行政機関 いわき市 産業振興部長 石曽根 智昭 

 市中小企業・小規模企業振興条例（理念条例）を具体化するため、中小企業等の振興に中心的・専門

的な役割を担っている機関・メンバー等を中心に「市中小企業・小規模企業振興会議」を設置。 
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（0）．これまでの経過について №１ 

市中小企業・小規模企業振興会議 市中小企業・小規模企業振興協議会 

H28. 7.27 
 委嘱状交付 

 条例、会議等の説明、情報交換 

H28. 9.26 
 各機関等の取組み・課題認識について情

報共有・意見交換 

H28.11.17 
 課題解決に向けた取組みの方向性につい

て情報共有・意見交換 
 

Ｈ29. 3.17 

 具体的な取組みの状況について情報共

有・意見交換 

 連携した伴走型支援事業の実施に向けた

基金創設の検討 

 

Ｈ29. 6.28 

 各事業の取組みの状況について情報共

有・意見交換 

 連携した伴走型支援事業（市中小企業・

小規模企業経営発達補助金）の検討 

 

H29. 7.19 

 振興会議メンバーが、市中小企業・小規

模企業振興協議会幹事会メンバーとして、

市中小企業・小規模企業経営発達補助金

の内容等の協議に参画 

 市中小企業・小規模企業振興基金を管理し、

基金を活用した支援事業を行う主体として発

足（実行組織として幹事会も発足） 

 市中小企業・小規模企業経営発達補助金（以

下「基金事業」）の内容（支援対象、対象事

業、支援内容など）について協議 

 これまで７回の会議を開催したほか、会議開催前後に委員ヒアリングや委員同士の意見交換を実施し

ながら、関係機関等が連携した中小企業等の支援策を検討。 
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（0）．これまでの経過について №２ 

市中小企業・小規模企業振興会議 市中小企業・小規模企業振興協議会 

H29.11.30 
 各事業の取組みの状況について情報共

有・意見交換 
 基金事業の採択事業（16件）の報告 

 今後の支援体制について協議 



主要テーマ  Ⅰ.各機関が主体の取組み（例） Ⅱ.関係機関が連携した取組み（例） 

人財の確保・ 

育成 

①奨学金返還支援（市） 

②女性活躍認証制度補助優遇要件化（市） 

③企業活性化プロジェクト（商議所） 

 

①研修等カレンダー（商工団体、市等） 

②野心ある高校生ﾊｲｽｸｰﾙｶﾚｯｼﾞ（商工会、 

高専等） 

 

経営基盤等 

強化・ 

事業活動の 

拡大 

③(再)企業活性化プロジェクト（商議所） 

④本社機能等誘致（市） 

⑤官公需契約促進（市） 

⑥連携ﾋﾞｼﾞﾈｽ創出支援ｾﾐﾅｰ（いわき信組） 

 

③経済情勢共同把握（商工団体、金融機関、市） 

④共同商談会（商議所、商工団体、金融機関等） 

⑤県よろず支援拠点連携（ひまわり信金、県） 

⑥支援施策説明会（いわき信組、中央会） 

⑦施策パンフレット（支援団体、市等） 

 

創業及び 

事業転換等の 

促進 

⑦浜魂（ハマコン）（TATAJIAGE Japan） 

⑧創業スクール（商議所） 

⑨いわき後継者アカデミー（商工会） 

 

⑧創業支援計画推進（商工団体、金融機関、市等） 

⑨いわき事業承継支援ｾﾝﾀｰ（商議所、金融機 

関等） 

⑩
中
小
企
業
・
小
規
模
企
業
経
営
発
達
補
助
金 

（
商
工
団
体
、
金
融
機
関
、
専
門
家
、
市
等
） 
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（１）．各事業の取組み状況について 
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①奨学金返還支援 
（市未来につなぐ人財応援奨学金返還支援事業） 

主体 いわき市 

主な 
内容 

 若者の定着を図るため、市内事
業所等へ就職を希望する大学生、
大学院生、高等専門学校生等に
対し、奨学金返還のための補助
金（在学中に貸与された奨学金
の2分の１）を交付。 

 対象者 
 ・大学等に在学中で、平成30年 
  度に卒業又は修了予定の者 
 ・卒業後、6ヵ月以内に市内事業 
  所に正規職員等として就職予定 
  の者 
 ・卒業後、市内定住者 等 

取組み 
状況 

 平成29年10月2日から11月30日
まで公募し、56名を認定。 

 各機関が主体の取組みについて （１）．各事業の取組み状況について 

②女性活躍認証制度補助優遇要件化 

主体 いわき市 

主な 
内容 

 中小企業等に対する融資制
度の信用保証料を補助する
制度において、女性活躍推
進企業」の認定を受けた場
合、補助率を30％から
100％に上乗せ。 

 市の新規高卒者優良企業や
障がい者雇用優良企業の表
彰を受けた場合も同様。 
 

※「いわき信用組合」、「福
島インフォメーション＆リ
サーチ」が平成29年度に認定 
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③企業活性化プロジェクト 

主体 いわき商工会議所 

主な 
内容 

 市内企業で、風評払拭に懸命に取り
組むなど、事業拡大に取り組もうと
する事業者を選定し、次世代を担う
経営人材を育成するため、事業戦略
の構築・組織力強化の視点から、事
業を創造できるマネジメント力を育
成する講座を実施し、経営者と従業
員が共に受講。 

取組み 
状況 

 平成29年度は以下の６事業者を対象
に実施している。 

 
 会川鉄工㈱、志賀塗装㈱、㈱美味一膳、
 ㈱ダイテック、東北ネヂ製造㈱、 
 ㈱ラトブコーポレーション 
 
 平成30年度も継続して実施予定。 

（１）．各事業の取組み状況について  各機関が主体の取組みについて 
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④本社機能等誘致 
（市本社機能移転等事業者奨励金） 

主体 いわき市 

主な 
内容 

 調査企画・情報処理・研究開発・
国際事業・その他管理部門など本
社等機能を三大都市圏などから本
市に移転した事業者、又は市内の
本社機能を拡充する事業者に対し、
奨励金を交付。 

 従業員1人につき、200万円/年（3
年間で600万円）。 

 奨励金は、申請から１年後に審査
を行い、交付。 

 本社機能を有する施設の増加従業
員数が中小企業で５人以上必要。 

取組み 
状況 

 これまで３社が本社機能拡充型で
認定（市外：２社、市内１社）。 

（１）．各事業の取組み状況について 

⑤官公需契約促進 

主体 いわき市 

主な 
内容 

 官公需契約（市発注の工事契約
等）に係る市内中小企業等への受
注機会の拡大を図るもの。 

取組み 
状況 

 庁内の全部署に対し、中小企業等
に対する受注の必要性、中小企業
等が受注しやすい手法（分離・分
割発注、適正な納期設定）を紹介。 

 平成29年8月に、市の入札への参
加資格を有する事業者（有資格
者）に対し、市発注工事に加え、
市発注工事以外についても、市内
の中小企業等へ優先発注するよう
協力を要請。 

 
   

 各機関が主体の取組みについて 
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⑥連携ビジネス創出支援セミナー 

（１）．各事業の取組み状況について  各機関が主体の取組みについて 

主体 いわき信用組合 

主な 
内容 

 異業種連携から「地域ブラン
ド」の創出を目指すオープン型
のセミナー 

取組み 
状況 

 座学講座のあと、講師を務めた
専門家が受講者の事業現場を訪
問し、アドバイスとマッチング
提案を実施。 

 今年の６月にベーシックコース
（全３回）、10月にステップ
アップコース（全３回）を開催。 

 本セミナー受講者の異業種連携
から６次化新商品の開発事例も
出てきている。 

 
 平成30年度も継続して実施予定。 
 

 

⑦浜魂（ハマコン） 

主体 TATAKIAGE Japan 

主な 
内容 

 経済産業省やいわきアカデ
ミアなど、様々な団体・取
組みと連携しながら浜魂の
拡大充実を実施。 

⑧創業スクール 

主体 いわき商工会議所 

主な 
内容 

 専門家や起業した方、金融
機関等の講師を迎えたセミ
ナーを実施。 

 H29は8-9月に実施。 

⑨いわき後継者アカデミー 

主体 いわき地区商工会連絡協議会 

主な 
内容 

 事業承継対策に係る集中講
座を実施。 

 12月に３回実施予定。 
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①研修等カレンダー化 

主体 
市中小企業・小規模企業 
振興会議 

主な 
内容 

 各機関等が行う創業や
経営支援セミナーなど
を、一体的に広報し、
受講希望者の利便性を
図るため、研修等カレ
ンダーを作成。 

取組み 
状況 

 創業・事業承継編に加
えて、新たに経営支援
編のセミナーカレン
ダーを、ホームページ
に掲載。 

 カレンダーをさらに活
用しやすくするため、
「マーケティング」、
「労務管理」などのカ
テゴリー分類を実施。 

 H30年度版を公開 

（１）．各事業の取組み状況について  関係機関が連携した取組みについて 
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主体 
市内企業、福島高専、 
いわき地区商工会連絡協議会 

主な 
内容 

 市内在住の若者の経営感覚を早期育
成し、地域人材の底上げを目指すた
め、高校・高専生徒を対象として実
施する人材育成事業。 

 １チーム３人で市内企業を訪問し、
企業の課題に対する改善提案を作
成・プレゼンし、これを競うもの。 

取組み 
状況 

 今年度は5チーム・15名が参加。 
 全６回のプログラムを終了し、経営

改善プレゼンテーションで最優秀グ
ループに選ばれたチームが、8月22日
～27日にパラオビジネス研修を実施
し、10月10日に市長へ報告。 

（１）．各事業の取組み状況について 

②野心ある高校生ハイスクールカレッジ 

 関係機関が連携した取組みについて 

③経済情勢共同把握 

主体 
いわき商工会議所、金融機関、
いわき市 

主な 
内容 

 いわき商工会議所や金融機
関（ひまわり信用金庫、い
わき信用組合）が、市内事
業者に対し四半期ごとに実
施している景況調査等につ
いて、共通項目を設定する
など、幅広く経済情勢等を
把握する仕組みを検討する。
（いわき市が行っている経
済動向等調査とも連携して
行う）。 
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主体 いわき商工会議所、金融機関等 

主な 
内容 

 東日本大震災により販路を絶たれた商
品の生産・流通の再生を図るため、全
国の流通バイヤーを本市に招聘し、展
示商談会、個別商談会、交流懇談会を
実施。 

取組み 
状況 

 平成29年9月21日に開催。 
 バイヤー14社、サプライヤー25社が参

加。 
 商談会の結果、全81商談のうち約73％

が即日成約及び継続交渉。 
 継続交渉となった案件については、来

年3月までの成約を目標に、サプライ
ヤーと連携しながら、バイヤーと交渉
を進めていく。 

（１）．各事業の取組み状況について  関係機関が連携した取組みについて 

④共同商談会 
（メイドinいわき復興大商談会） 
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主体 ひまわり信用金庫、県等 

主な 
内容 

 よろず支援拠点と連携しながら、
中小企業・小規模企業が抱える
様々な経営相談に対応。 

取組み 
状況 

 平成28年度より、４月～９月
（上半期）の期間に月１回、相
談窓口を設置し、市内中小企業
等とよろず支援拠点のコーディ
ネーターのマッチングを実施。 

 10月～３月（下半期）に、コー
ディネーターが各事業所を訪問
し、販路拡大、事業承継、資金
繰りなど、様々な課題に対する
支援を行っている。 
 

＜これまでの実績＞ 
 平成28年度：24件 
 平成29年度：16件 

（１）．各事業の取組み状況について  関係機関が連携した取組みについて 

⑤県よろず支援拠点連携 ⑥支援施策説明会 

主体 
いわき信用組合 
県中小企業団体中央会 

主な 
内容 

 中小企業支援施策説明会を
東北経済産業局職員を講師
に招聘して実施。 

⑦施策パンフレット 

主体 
市中小企業・小規模企業 
振興会議 

主な 
内容 

 中小企業等に対する施策を
整理したパンフレットを制
作・更新。 

 H30年度版を作成 
 中小企業庁の「ミラサポ」

のHPでも施策検索ができ
るよう随時、更新。 
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（１）．各事業の取組み状況について  関係機関が連携した取組みについて 

⑧創業支援計画推進 

主体 
商工会連絡協議会、金融機関、 
NPO、民間企業、企業組合、 
いわき市等 

主な 
内容 

 国の創業支援事業計画の認定を
受け、各機関が行う創業支援施
策を連携・体系化し、事業効果
を高めるもの（下図）。 

⑨いわき事業承継支援センター 

主体 いわき商工会議所、金融機関等 

主な 
内容 

 事業承継対策に重要性、計画
的な取組みの必要性等を理解
するためのワンストップ窓口
を設置。 
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主体 市中小企業・小規模企業振興協議会 

主な 
内容 

 市中小企業・小規模企業振興基
金を原資に、中小企業等に共通
する課題（経営の高度化、人手
不足、販路開拓・拡大、事業承
継）の解決に意欲的に取り組も
うとする事業者に対し、その費
用の一部を補助（補助率３分の
２以内、５０万円上限）。 

 補助金交付と合わせ、関係機関
が連携した伴走型支援を実施。 

取組み 
状況 

 平成29年8月21日～9月29日の
約１ヵ月間に公募を行い、35件
の申請があった（うち32件が小
規模企業）。 

 10月23日、関係機関等で構成す
る審査会を開催し、16件の申請
事業を採択 

（１）．各事業の取組み状況について  関係機関が連携した取組みについて 

⑩市中小企業・小規模企業経営発達補助金 


